
1.人・農地プランから地域計画へ 

 農業従事者の減少や⾼齢化が進む中、地域の農地が適切に利⽤されなくなる等の

懸念が⾼まっています。このため、農業経営基盤強化促進法の令和 4 年 5 月改正

（令和 5 年 4 月施⾏）により、従来の⼈・農地プランが地域計画として法律に位置

づけられ、次の世代へ農地を着実に引き継いでいくために、「地域農業をどのよう

に維持・発展させていくか」「地域の農地を誰が利⽤し、農地をどう集積・集約し

ていくか」などを地域で話し合い、令和 7 年 3 月末までに市町村の計画として策定

することになりました。 

農林水産省ホームページ：https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/chiiki_keikaku.html（外部リンク

へ移動します） 

2.地域計画の内容 

 これまでの⼈・農地プランに 10 年後に目指す地域の農地利⽤（目標地図）等が加

わった内容となります。 

 また、⼈・農地プランでは「地域の中心となる経営体一覧」を掲載していました

が、地域計画では、目標地図に位置付けられた「地域内の農業を担う者一覧」とな

ります。 

 ⼈・農地プランの内容 

地域農業の将来のあり⽅、地域農業の課題と対応⽅針、農地中間管理事業の活⽤⽅針、基

盤整備事業の取組⽅針、担い手への農地の集約化に関する⽅針 等 

 地域計画で新たに追加する項目 

目標地図、農⽤地の効率的かつ総合的な利⽤に関する⽅針、農⽤地の集積・集約化に関す

る目標等 

 

 



3.地域計画の策定地域 

⼈・農地プランは、町内１０地区で策定しておりましたが、地域計画においては３

地区で策定します。 

 策定予定地域 

① 伊根・朝妻地区 

② 本庄地区 

③ 筒川地区 

４．目標地図について 

 地域計画に必要な目標地図とは、10 年後に地域計画の区域内の農地を誰が利⽤し

ていくか等を一筆ごとに示した地図です。 

 地域の話し合いによって作成された農地利⽤現況地図を参考にしながら、地域で

話し合いを⾏い、原案を作成します。 

 地域計画の区域内の農業者で、経営意向調査に規模拡大・現状維持・規模縮小と

回答した⽅は、地域計画の「地域の農業を担う者一覧」に位置付けられ目標地図に

掲載されます。 

 なお、令和 7 年 3 月末の計画策定以降も地域計画の区域や掲載する⼈を変更する

ことができます 

５．地域計画に関連した農地に関わる制度変更 

 地域計画が策定された令和 7 年 4 月以降は、以下の手続が変更される予定です。 



農地の賃借手続きの変更 

 これまで農業委員会で⾏っていた利⽤権設定等促進事業での農地の賃貸借がなく

なり、農地中間管理機構を通した契約または農地法第 3 条に基づく契約のいずれか

になります。 

農地中間管理事業での農地賃貸借契約の受け手要件の変更 

 地域計画が策定された区域内の農地を農地中間管理機構を通じて借りる場合、農

地の受け手（耕作者）は、地域計画の目標地図に位置付けられたものであることが

要件になります。 

農業振興地域の農⽤地区域からの除外、農地転⽤許可要件の変更 

 地域計画が策定された区域内の農地について、農⽤地区域からの除外や農地転⽤

をする際の要件に、「地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められるこ

と」が追加されました。 

 農⽤地区域からの除外や農地転⽤許可が降りる前に地域計画を変更する必要があ

るため、これまでより手続きに時間を要する可能性があります。 

・地域計画の策定・実⾏までの流れ 

1 協議の場の設置・協議 

2 協議の場の結果を取りまとめ・公表 

3 協議の場を踏まえ、地域計画の案を作成 

4 地域計画の案の説明会の実施・関係者への意⾒聴取 

5 地域計画の案の公告 

6 地域計画の策定・公表  

7 地域計画を実現するため実⾏・随時更新 

1〜7 の順で進めていきます。 
 


